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令和８年度いの町国民健康保険特別会計（直診勘定）予算 

 

 令和８年度いの町の国民健康保険特別会計（直診勘定）の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６５，８１９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ

る場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令 和 ８ 年 ３ 月 ２ 日  提 出 

     い の 町 長  池 田  牧 子 

 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算
（歳入） （単位：千円）

款 項 本 年 度 予 算 額

１５，８２６
1.診療収入

外来収入1.
１３，７９１

その他診療収入2.
２，０３５

１０８
2.使用料及び手数料

手数料1.
１０８

１，５２３
3.県支出金

県補助金1.
１，５２３

４５，７５７
4.繰入金

他会計繰入金1.
３４，７５７

事業勘定繰入金2.
１１，０００

１００
5.繰越金

繰越金1.
１００

１，００５
6.諸収入

受託事業収入1.
６４４

雑入2.
３６１

１，５００
7.町債

町債1.
１，５００
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（歳入） （単位：千円）

款 項 本 年 度 予 算 額

歳　　入　　合　　計 ６５，８１９



（歳出） （単位：千円）

款 項 本 年 度 予 算 額

1.総務費
４６，８１７

1.施設管理費
４１，７２２

2.研究研修費
５，０９５

2.医業費
１４，０１０

1.医業費
１４，０１０

3.公債費
４，６９２

1.公債費
４，６９２

4.予備費
３００

1.予備費
３００

歳　　出　　合　　計 ６５，８１９
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起  債  の  目  的 限  度  額

過疎対策事業債 1,500

借入先の融資条件による。
ただし、町財政の都合によ
り措置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還
し、又は低利に借り換えす
ることができる。

第２表　地  方  債

（単位：千円）

起債の方法 利      率 償還の方法

証書借入れ又は証券発行

５．０％以内。ただし、利
率見直し方式で借り入れる
資金について、利率の見直
しを行った後においては、
当該見直し後の利率。

－  5  － 国保直診
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

1.診療収入
１５，８２６ １８，６９４ ２，８６８△

2.使用料及び手数料
１０８ １０８ ０

3.県支出金
１，５２３ ０ １，５２３

4.繰入金
４５，７５７ ５１，２７８ ５，５２１△

5.繰越金
１００ １００ ０

6.諸収入
１，００５ １，０８９ ８４△

7.町債
１，５００ １３，１００ １１，６００△

歳　　入　　合　　計 ６５，８１９ ８４，３６９ １８，５５０△
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（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源
国庫支出金 地　方　債 そ　の　他

一 般 財 源
款

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

県支出金
1.総務費

46,817 65,987 19,170 330 46,487△

2.医業費
14,010 13,603 407 1,500 10,9871,523

3.公債費
4,692 4,479 213 4,692

4.予備費
300 300 0 300

歳　　出　　合　　計 65,819 84,369 18,550 1,500 330 62,466△ 1,523



2.歳　入

1.款 診療収入 項 1. 外来収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

1. 1.現年度分国民健康保険診療報酬収 997 1,753 756△ 996
入

2.未収繰越分 1

2. 1.現年度分社会保険診療報酬収入 823 943 120△ 822

2.未収繰越分 1

3. 1.現年度分後期高齢者診療報酬収入 8,041 9,109 1,068△ 8,040

2.未収繰越分 1

4. 1. ・現年度分その他診療報酬収入 2,125 2,977 852 生保、労災、公傷等公費負担金△ 2,124

2.未収繰越分 1

5. 1. ・医療給付分現年度分一部負担金収入 1,803 1,923 120 国保、社保、後期高齢者一部負担金△ 1,800

2.介護給付分現年度分 1

3.医療給付分未収繰越分 1

4.介護給付分未収繰越分 1

6. 1.現年度分介護報酬収入 2 2 0 1

2.未収繰越分 1

13,791 16,707 2,916△項 合 計

1.款 診療収入 項 2. その他診療収入

1. 1. ・現年度分諸検査等収入 1,055 986 69 検診料等1,054
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1.款 診療収入 項 2. その他診療収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

2.未収繰越分 1

2. 1. ・現年度分保険外診療収入 980 1,001 21 一般診療収入△ 979

2.未収繰越分 1

2,035 1,987 48項 合 計

款 合 計 15,826 18,694 2,868△

2.款 使用料及び手数料 項 1. 手数料

1. 1. ・現年度分文書料 108 108 0 証明手数料107

2.未収繰越分 1

108 108 0項 合 計

款 合 計 108 108 0

3.款 県支出金 項 1. 県補助金

1. 1. ・医療用機械器具費県補助金 1,523 0 1,523 へき地診療所設備整備費補助金1,523

1,523 0 1,523項 合 計

款 合 計 1,523 0 1,523

4.款 繰入金 項 1. 他会計繰入金

1. 1.一般会計繰入金一般会計繰入金 34,757 40,278 5,521△ 34,757



4.款 繰入金 項 1. 他会計繰入金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

34,757 40,278 5,521△項 合 計

4.款 繰入金 項 2. 事業勘定繰入金

1. 1. ・事業勘定繰入金事業勘定繰入金 11,000 11,000 0 特別調整交付金11,000

11,000 11,000 0項 合 計

款 合 計 45,757 51,278 5,521△

5.款 繰越金 項 1. 繰越金

1. 1.繰越金繰越金 100 100 0 100

100 100 0項 合 計

款 合 計 100 100 0

6.款 諸収入 項 1. 受託事業収入

1. 1.市町村国保分特定健康診査等受託料 644 686 42△ 630

2.市町村国保以外分 14

644 686 42△項 合 計

6.款 諸収入 項 2. 雑入

3301. 1. ・雑入雑入 361 403 42 地域創生ソフト事業△ 361
30・繰替金（つり銭）
1・電話使用料

―　5　― 国保直診



―　6　― 国保直診

6.款 諸収入 項 2. 雑入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

361 403 42△項 合 計

款 合 計 1,005 1,089 84△

7.款 町債 項 1. 町債

1. 1. ・医業債医業債 1,500 0 1,500 過疎対策事業債1,500

総務債 0 13,100 13,100△

1,500 13,100 11,600△項 合 計

款 合 計 1,500 13,100 11,600△

65,819 84,369 18,550歳入合計 △



3.歳　出

款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 2.給料一般管理費 41,617 62,389 20,772 41,617 一般職　３人△ 14,121 14,073・

会計年度任用職員 48・

3.職員手当等 扶養16,685 978・

住居 336・

通勤 1,088・

期末勤勉 6,852・

時間外勤務 387・

児童 720・

退職手当負担金 1,408・

初任給調整 1,648・

給料調整 396・

特地勤務 239・

準特地勤務 399・

施設管理 360・

研究手当 600・

地域 1,274・

4.共済費 共済組合5,247 4,971・

共済組合(追加) 164・

旧恩給組合 1・

互助会 81・

公務災害 30・

8.旅費 普通旅費20 ・

10.需用費 消耗品費2,418 200・

燃料費（ガス） 54・

燃料費（ガソリン） 30・

燃料費（灯油） 298・

印刷製本費 54・

光熱水費（電気） 1,429・

光熱水費（水道） 53・

修繕料 300・
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款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

11.役務費 火災保険料1,049 102・

任意保険料 19・

施設・医師賠償責任保険 243・

郵便料 35・

電話料 215・

し尿処理費 5・

点検手数料 14・

浄化槽法定検査料 24・

浄化槽清掃料 312・

電子証明発行・更新料 2・

医療事故調査費用保険 12・

医療機関用サイバー保険料 66・

12.委託料 浄化槽保守管理1,608 124・

消防設備保守点検 86・

冷暖房保守点検 160・

空気清浄機保守 48・

医療事務サポートシステム保 779・

守

清掃業務 411・

13.使用料及び ＮＨＫ受信料31 ・

賃借料

18.負担金、補 テレビ共聴施設分担金408 35・

助及び交付 県郡医師会 298・

金 労災指定医部会 2・

研修負担金 73・

21.補償、補填 つり銭繰替金30 ・

及び賠償金

2. 18.負担金、補連合会負担 105 105 0 105 地域医療推進共同事業105 40・

助及び交付金 全国国保診療施設協議会 65・

金



款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

41,722 62,494 20,772 41,722△項 合 計

款 1. 総務費 項 2. 研究研修費

1. 8.旅費研究研修費 5,095 3,493 1,602 330 4,765 普通旅費161 142・

代診医師 19・

10.需用費 消耗品費141 ・

11.役務費 電話料72 ・

12.委託料 代診医師225 ・

13.使用料及び 駐車場使用料15 5・

賃借料 高速通行料 10・

18.負担金、補 へき地医療協議会負担金4,481 4,466・

助及び交付 研修負担金 15・

金

5,095 3,493 1,602 330 4,765項 合 計

款 合 計 46,817 65,987 19,170 330 46,487△

款 2. 医業費 項 1. 医業費

1. 10.需用費医療用機械 6,744 3,669 3,075 1,500 3,721 修繕料300 ・1,523

器具費

12.委託料 レントゲン装置保守2,121 1,096・

自動血球計数装置保守 145・

内視鏡装置保守 414・

超音波診断装置保守 466・
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款 2. 医業費 項 1. 医業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

13.使用料及び ＡＥＤ借上料1,276 103・

賃借料 酸素供給装置借上料 1,173・

17.備品購入費 生化学自動分析装置3,047 ・

2. 10.需用費医療用消耗 814 886 72 814 消耗品費△ 780 ・

器材費

11.役務費 医療用廃棄物処理34 ・

3. 10.需用費医療品衛生 5,840 8,400 2,560 5,840 医薬材料費△ 5,840 ・

材料費

4. 11.役務費試験研究費 612 648 36 612 各種検査手数料△ 586 540・

読影検査手数料 46・

12.委託料 放射線被ばく線量測定26 ・

14,010 13,603 407 1,500 10,9871,523項 合 計

款 合 計 14,010 13,603 407 1,500 10,9871,523

款 3. 公債費 項 1. 公債費

1. 22.償還金、利元金 4,375 4,373 2 4,375 元金4,375 ・

子及び割引

料

2. 22.償還金、利利子 317 106 211 317 利子317 ・

子及び割引

料

4,692 4,479 213 4,692項 合 計

款 合 計 4,692 4,479 213 4,692



款 4. 予備費 項 1. 予備費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1.予備費 300 300 0 300

300 300 0 300項 合 計

款 合 計 300 300 0 300

65,819 84,369 18,550 1,500 330 62,466歳出合計 △ 1,523
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給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等

議　員

本年度 その他の

特別職

計

長　等

議　員

前年度 その他の

特別職

計

長　等 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

議　員 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

比  較 その他の

特別職

計 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　 　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　

計報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)



２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 3 14,073 15,275 29,348 5,216 34,564 

会計年度任用職員 1 48 2 50 50 

合　計 4 14,121 15,277 29,398 5,216 34,614 
会計年度任用職員以外
の職員 3 15,183 16,356 31,539 5,792 37,331 

会計年度任用職員 2 2,758 40 845 3,643 770 4,413 

合　計 5 2,758 15,223 17,201 35,182 6,562 41,744 
会計年度任用職員以外
の職員          －　　－          － △ 1,110 △ 1,081 △ 2,191 △ 576 △ 2,767 

会計年度任用職員 △ 1 △ 2,758 8 △ 843 △ 3,593 △ 770 △ 4,363 

合　計 △ 1 △ 2,758 △ 1,102 △ 1,924 △ 5,784 △ 1,346 △ 7,130 

（　）は再任用短時間勤務職員の数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当 初任給調整手当

978 336 1,086 6,852 720 387 1,648 

2 

978 336 1,088 6,852 720 387 1,648 

1,296 459 987 7,351 840 413 1,577 

2 843 

1,296 459 989 8,194 840 413 1,577 

職員手当の △ 318 △ 123 99 △ 499 △ 120 △ 26 71 

         －          －          － △ 843          －          －          －

△ 318 △ 123 99 △ 1,342 △ 120 △ 26 71 

内     訳 給料調整手当 特地勤務手当特地勤務に準ずる手当 施設管理手当 研究手当 地域手当

396 239 399 360 600 1,274 

396 239 399 360 600 1,274 

539 242 403 360 600 1,289 

539 242 403 360 600 1,289 

△ 143 △ 3 △ 4          －          － △ 15 

         －          －          －          －          －          －

△ 143 △ 3 △ 4 △ 15 

本 年 度

前 年 度

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

本 年 度

前 年 度

比    較

区    分

区    分

本 年 度

区    分

前 年 度

比    較

備    考

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員
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(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 △ 1,102  給与改定に伴う増減分 395  給与改定の状況

2.89 %

R7.4.1

 昇給に伴う増加分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   平均昇給率

 その他の増減分 △ 1,497 会計間異動 △ 1,505 職員数の異動状況

その他 8 区    分現に在職する職員数 その他 計

本年度 3 人 3 人 

前年度 3 人 3 人 

増　減 － － － 

職員手当 △ 1,924  制度改正に伴う増減分 895 扶養手当 78 

通勤手当 121 採用・退職の状況

初任給調整手当 329 採　用 退　職

期末勤勉手当 291 －　 －　

時間外手当 11 －　 －　

特地勤務手当 8 －　 －　

特地勤務に準ずる手当 14 

地域手当 43 

令和７年度

令和８年度

区   分 説       明 備                                考

  本年度
 給料の改定率

 給与改定実施時期

令和６年度

  前年度
 給料の改定率

 給与改定実施時期　　　　　　

区    分



増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 △ 2,819 扶養手当 △ 396 

住居手当 △ 123 

通勤手当 △ 22 

初任給調整手当 △ 258 

期末勤勉手当 △ 1,633 

時間外手当 △ 37 

児童手当 △ 120 

給料調整手当 △ 143 

特地勤務手当 △ 11 

特地勤務に準ずる手当 △ 18 

地域手当 △ 58 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

平均給料月額(円) 570,500 338,200

平均給与月額(円) 1,099,929 438,951

平 均 年 齢 (歳) 58.8 52.4

令 和 8 年 4 月 1 日 現 在

平均給料月額(円) 586,400 293,150

平均給与月額(円) 1,132,442 368,062

平 均 年 齢 (歳) 59.8 59.5

区                                         分 医 療 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 三 ）
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  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

100.0    

1

100.0    

構 成 比 ( ％ )

３ 級

計

６ 級

100.0    

４ 級

100.0    

100.0    

2

准看護師

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )

― 305,600

医 療 職 （ 三 ）

職 員 数 ( 人 )

医師の職務

級

医 療 職 （ 一 ）

級

２ 級

―

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )
国 の 制 度

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

―

1

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

―

計

３ 級

１ 級

１級

263,400

４ 級

１ 級

医師の職務

３級

1

２ 級

2

263,400

２ 級

１ 級

区 分

100.0    

看護師長・主任看護師看護師長等看護部長

４ 級

３ 級

区 分

大 学 卒

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

305,600

６ 級

５ 級

４ 級

令 和 8 年 4 月 1 日 現 在

２ 級

３ 級

100.0    

１ 級

計

短 大 3 卒 ―

医 療 職
（ 一 ）

区 分

医師の職務

主任看護師等 看護師・准看護師

1

―

６級 ５級 ４級

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

医 療 職
（ 三 ）

100.0    

2

２級

医師の職務

５ 級

2

計



  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

昇 給 に 係 る 職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

33.3

区                   分

職 員 数

職 員 数

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

1

前
　
年
　
度

50.0

1 2

11

3

合 計

本
　
年
　
度

13

代 表 的 な 職 種

医 療 職 （ 一 ）

1

医 療 職 （ 三 ）

2
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  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 .

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

(月分)
区　　　　分

6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

（月分）

扶 養 手 当

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

(2% ～ 20% 加 算 )

―

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

―

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

―

通 勤 手 当

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考

同

特 例 措 置

47.709  

区　　　　分

支 給 率 等

20年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

35年勤続の者25年勤続の者

（月分）

(1.225)

2.325
国  の  制  度

前　年　度

(1.225)
本　年　度

(1.225)

(1.200)

2.300

2.325

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
医業職（一） 医療職（三）

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

(令和8年 4 月 1 日現在)

最高限度

備　　考

(2.450)

(2.450)

4.650

47.709  

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

2.325

2.325

(1.225)

2.300

(1.200)

支 給 率 計

4.650

(2.400)

4.600
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

過 疎 対 策 事 業 債

合　　　　　　　　　計

(単位：千円)

47,728

現　　　在　　　高

前　前　年　度　末 前   年   度   末

現 在 高 見 込 額 見    込    額

当  該  年  度

末  現  在  高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

43,376 50,603 1,500 4,375 47,728

43,376 50,603 1,500 4,375

特      定      財      源

左     の     財     源     内     訳

一  般

財  源

限度額

年  度

事              項

区　　　　　　分

金  額 金  額年  度

R6-R7 103515Ａ　Ｅ　Ｄ　借　上　料

(単位：千円)

前年度末迄の 当 該 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額

R8-R11 412

その他

支出(見込)額

412

地方債県支出金国庫支出金

－19－ 国保直診

480843
長方形


